
代表取締役副社長の藤原です。
本日はお忙しいところ、決算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうご
ざいます。

2023年3月期 第3四半期決算についてご説明します。

１ページをご覧ください。



こちらが、本日のアジェンダとなります。
第3四半期実績や業績予想についてご説明した後、海外事業統合後の進
捗状況のご説明、また当四半期よりNTT Ltd.の連結を開始しておりますの
で、最後に巻末資料を用いて補足情報をご説明します。

3ページをご覧ください。



（説明省略）



それでは、第3四半期実績の概要をご説明します。

前提といたしまして、2022年10月に実施した海外事業の統合に伴い、
NTT Ltd.に関しましては当四半期から連結を開始しております。
これにより、売上高・営業利益は増収増益となりましたが、
四半期利益は、金融費用や税金費用の増加により、減益となりました。

売上高は、NTT Ltd.の連結拡大影響に加え、上期に引き続き、全てのセグ
メントにおける規模拡大及び為替影響により増収となりました。
営業利益は、全社戦略投資の増加及び第2四半期に計上した不採算案件
の損失等はあるものの、NTT Ltd.の連結拡大影響に加え、増収等により増
益となりました。

受注高は、NTT Ltd.における受注算定方法等が異なる等の理由から、参
考値として掲載しております。
NTT Ltd.連結拡大影響を除く受注高につきましては、上期と同様でございま
すが、前期に獲得した国内事業における大型案件の反動減はあるものの、海
外事業における案件獲得及び為替影響により、当四半期において増加幅が
さらに拡大しました。

各項目につきまして、増減の内容をセグメント毎にご説明します。
4ページをご覧ください。



まず、受注高の状況です。

公共・社会基盤は、前期に獲得した中央府省向け大型案件の反動減により
減少となりました。
金融は、前期に獲得した銀行向け大型案件の反動減等により減少となりま
した。
法人は、流通・サービス業及び製造業向け案件の獲得等により増加となりま
した。
海外は、欧州での案件獲得及び為替影響等により増加となりました。
なお、繰り返しとなりますが、海外セグメントの受注高にはNTT Ltd.の連結拡
大影響を含んでおりません。

5ページをご覧ください。



次に、売上高の状況です。

全セグメントにおいて、引き続き堅調な規模拡大により、増収となりました。

公共・社会基盤は、テレコム・ユーティリティ及び中央府省向けサービスの規模
拡大等により増収となりました。
金融は、大手金融機関向けサービスの規模拡大等により増収となりました。
法人は、製造業、流通・サービス業向け案件及びペイメントサービスの規模拡
大等により増収となりました。
海外は、約5,000億円の大幅な増収となりました。
このうち、NTT Ltd.連結拡大影響が約3,000億円、為替影響が約1,200
億円となっておりますが、これらを除いた場合でも、欧州での規模拡大等により
増収となりました。

6ページをご覧ください。



次に、営業利益の状況です。

公共・社会基盤は、増収による増益はあるものの、第2四半期に計上した不
採算案件の損失等により減益となりました。
金融、法人は、増収等により増益となりました。
海外は、NTT Ltd.の連結拡大影響及び増収等により増益となりました。

また、その他の減の主な要因については、上期に引き続き、当初の業績予想
にも織り込み済みの全社戦略投資に伴う支出増等によるものです。

この後のスライドは、今ご説明した内容をセグメント毎に記載しておりますので、
説明は省略しますが、海外セグメントにおけるNTT Ltd.の影響額について補
足します。

11ページをご覧ください。



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



海外セグメントの業績内訳については、NTT Ltd.の10～12月の3ヶ月
の実績を含んでおります。
売上高は3,024億円、EBITAは161億円であり、同額が対前期比で
の増加要因となっております。

NTT Ltd.連結影響について、その他の詳細な情報は後ほど説明します。

12ページをご覧ください。



続いて、全社の業績予想について改めてご説明します。

13ページをご覧ください。



こちらは2022年5月12日に公表したNTT Ltd.を含む業績予想値です。
全社の通期業績予想については、期初に公表した予想値から変更はござい
ません。

売上高については、第3四半期まで全セグメントにおける増収や為替影響も
あり、順調に推移しております。
営業利益については、引き続き全社戦略投資などの支出があるものの、増収
等による増益により年間業績予想達成をめざしていきます。

14ページをご覧ください。



こちらは、セグメント別の通期業績予想を示しています。

海外セグメントの売上高、EBITA、営業利益は、NTT Ltd.を含む形に更新
しております。

なお、国内セグメントについては、2022年7月の組織変更に伴う組替影響は
第2四半期決算発表時に織り込み済みであり、当四半期においては変更ご
ざいません。

15ページをご覧ください。



続いて、海外事業統合後の進捗状況についてご説明します。

16ページをご覧ください。



こちらは、持株会社体制への移行の全体スケジュールです。

2022年10月にNTT Ltd.との事業統合を実施し、海外事業会社として
NTT DATA, Inc.を設立しました。
11月には国内事業準備会社を設立し、2023年7月に予定している持株会
社体制に向け着実に準備を進めております。

また、NTT DATA, Inc.設立後の取り組みとして、NTT Ltd.との強みを掛け
合わせたビジネス案件の醸成や、最適なオペレーションモデルの設計を進めて
おります。

具体的なNTT Ltd.との連携事例について、17ページをご覧ください。



海外事業統合後、両社の強みを生かした事例が出てきておりますので、その
一例を紹介します。

SAP領域に強みを持つNTT DATA Business Solutionsは、NTT Ltd.と
共に大手家電メーカーのSAP移行プロジェクトを受注しました。
本プロジェクトにおいて、NTT DATA Business SolutionsはSAP
S/4HANAへのアプリケーションの移行やビジネスプロセスの最適化を実施し、
NTT Ltd.はSAP環境が動作するマイクロソフトアジュールインフラや環境接続
のためのネットワークを提供します。
本件では、これまでのSAPアプリケーション領域での実績に加えて、海外事業
統合により拡大したグローバルにおけるカバレッジ、ネットワーク・インフラ・アプリ
ケーション等、サービスをトータルに提供できることを評価いただき受注に至りま
した。

今後もNTTデータは、実案件を通して世界中のお客様とその業界に対する
一元的な理解を深め、ブランドをより信頼されるものにすることで、市場競争
力を強化し、企業価値の向上を実現します。

18ページをご覧ください。



こちらは、NTT Ltd.における取り組み状況のご説明です。

NTT Ltd.では、マネージドITサービスを中心とした高付加価値サービスへの事業シフトを
実現すべく、売上拡大に向けた取り組みや構造改革を実行中です。

高付加価値サービスの売上拡大に向けては、
高付加価値サービスが提案できる専門性の高いセールスの拡充として、人員配置、リス
キリング、外部からの採用を行い、
また重点顧客への集中提案として、各重点顧客に対する高付加価値商材の提案を含
むアカウントプランの策定・実行、
さらにデータセンターへの投資として、ハイパースケーラー等の旺盛な需要の取り込みに向
け、積極的に投資を継続しています。

また、より効率的な事業基盤の確立をめざした構造改革については、
不採算サービスの撤退・クラウドへの移行として、低採算サービスのマイグレーションやセキ
ュリティ事業の再編に伴うサービスマイグレーション、
またアウトソーシングを活用したオペレーション・デリバリー・オーバーヘッド業務の更なる効
率化を通じた人員最適化等を実施中です。

私のプレゼンテーションは以上とさせていただきますが、
ここからは、財務部長の掛谷より、巻末の数値情報を用いながら、NTT Ltd.連結影響
の詳細についてご説明します。

ありがとうございました。



財務部長の掛谷です。

続いて、NTT Ltd.連結影響について補足情報をご説明します。
20ページをご覧ください。



こちらは、為替影響についてです。

第3四半期においても通期業績予想で想定した以上の円安となっており、
通期業績予想レートに対し、USドルで約16円、ユーロで約8円の円安となっ
ている状況です。

NTT Ltd.下期連結分を含めた通期業績予想への影響額は、
USドルで為替が1円円安に動いた場合、売上高において約+100億円とな
ります。

21ページをご覧ください。



こちらは、連結業績の詳細となります。

上期まではこのページ以降の巻末の計数表にはNTT Ltd.影響は含んでおりませんでし
たが、当四半期より受注高及び受注残高を除いた各項目において、NTT Ltd.連結影
響を反映した数値を掲載しております。

ご案内のとおり売上高・営業利益については増収増益となりましたが、
売上高については、前期比約30％増のうち、約半分がNTT Ltd.連結拡大影響による
ものです。
第3四半期におけるNTT Ltd.の売上高、営業利益は、それぞれ3,024億円、128億
円です。

次に、四半期利益が減益となっている点ですが、これは、主に金融費用と税金費用の増
によるものです。

「金融収益・費用／持分法投資損益」の費用増については、NTT Ltd.のデータセン
ター事業の特性上、先行的かつ大規模な設備投資を必要とするため、有利子負債が
増加したこと、及び昨今の金利急上昇を受け支払利息が増加したことに起因します。

また、「法人所得税費用等」の増について、主には、NTT Ltd.新規連結影響による税
金費用の増、及びNTT DATA Inc.社の損益の一部が非支配株主損益に計上される
ことによるものです。

22ページをご覧ください。



こちらは、外部顧客向け売上高の内訳を示しています。

海外セグメントについては、当四半期以降のNTT Ltd.連結影響を実績、予
想ともに反映しております。

下段の「製品及びサービス別」の内訳について、
従来の5区分に加え、NTT Ltd.が行うビジネスとして新たに「ITインフラ」及び
「通信端末機器販売等」の2区分を追加しました。

25ページをご覧ください。
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（説明省略）



こちらは、当四半期のバランスシートの前年度末との比較を示しています。

NTT Ltd.連結拡大影響により、総資産は前年度末比で約2兆8,000億
円の増加となっております。
主な増加要因として、流動資産が約8,600億円の増、また、非流動資産は、
有形固定資産、のれん及びPPA（無形資産）増加等により約1兆9,000
億円の増となっております。

一方で負債については、有利子負債約1兆1,000億円の増加等により前年
度末比約1兆8,000億円の増加となっております。

私からの補足説明は以上とさせていただきます。
ありがとうございました。



（説明省略）


